
令和６・７年度に静岡県が発注する工事に係る測量、調査、設計若しくは監理（「建設関連業

務」）の委託に係る競争入札に参加するために必要な資格の申請に関する概要等は以下のとお

りです。

なお、申請方法等の詳細については、11月中旬頃、県ホームページ等で別途お知らせします。

また、今回の「令和６・７年度 建設関連業務の委託に係る競争入札参加資格申請」より、資格

認定通知は発行しないこととし、ホームページに掲載する入札参加資格者名簿への登載をもって、

資格を認定します。

１ 資格申請に必要な要件

（１）地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当する者でないこと。

（２）営業に関し法律上必要とする登録を有すること。

（３）静岡県税（法人にあっては法人事業税及び法人県民税、個人にあっては個人事業税）並び

に消費税及び地方消費税を完納していること。

（４）次のアからオのいずれにも該当しない者であること。

ア 役員等（個人である場合にあっては当該個人をいい、入札参加資格者が法人である場

合にあっては当該法人の役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代

表者をいう。以下各号において同じ｡）が暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」という｡）第２条第６号に規定す

る暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下各号において同

じ｡））であると認められる者

イ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下各号において同じ｡）又は

暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者

ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に優先的

な取扱いをする等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与

していると認められる者

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者

２ 申請方法及び受付期間（予定）

申請は原則電子申請によるものとし、事情により電子申請できない場合は、紙申請により申

請を行ってください。紙申請は、県庁の窓口に持参して申請を行います。（郵送不可）

（１）電子申請 令和５年 12 月７日（木）から 12 月 22 日（金）

令和６・７年度 建設関連業務の委託に係る

競争入札参加資格申請（定期申請）の手続等について（概要）



（２）紙申請 令和６年１月 23 日（火）・１月 24 日（水）

３ 総合点数の算出について

認定業種ごとに、次の方法により総合点数の算出を行います。（前回と変更ありません。）

（１）算定項目について

①業種別年間平均実績高

入札参加資格審査を申請する日の直前の営業年度終了日の直前２年の各事業年度の希

望業種区分ごとの年間平均実績高をいいます。

②自己資本額

入札参加資格審査を申請する日の直前の営業年度終了日の決算における自己資本額を

いいます。

③業種別有資格者数

申請日における業種区分ごとの有資格者（業種区分に応じ、別表３の有資格者の欄に掲げ

る者をいう。）の数をいいます。

④営業年数

申請日までの営業年数をいいます。

（２）算定方法

①業種別年間平均実績高の点数は、業種別年間平均実績高の金額に応じ、別表 1の点数の

欄に掲げる点数とします

②自己資本額の点数は、自己資本額を年間平均実績高（建設関連業務全体の年間平均実績

高）で除し、100を乗じて得た数値（別表2において「自己資本額数値」という。）に応じ、別表2

の点数の欄に掲げる点数とします。

③業種別有資格者数の点数は、別表 3の有資格者の欄の左欄に掲げる者の数に５を、同表

の有資格者の欄の右欄に掲げる者の数に 2 をそれぞれ乗じて得た数値を合計した数値（別

表 4において「合計数値」という。）に応じ、別表 4の点数の欄に掲げる点数とします。

④営業年数の点数は、営業年数に応じ、別表 5の点数の欄に掲げる点数とします。

⑤総合点数は、次の算式によって計算した値とします。

算 式

総合点数＝３×A＋B＋５×C＋D

この式において A、B、C及び Dは、それぞれ次の値を表します。

A 業種別年間平均実績高（①）による点数

B 自己資本額（②）による点数

C 業種別有資格者数（③）による点数

D 営業年数（④）による点数



別表 1 別表 2

別表 3

年間平均実績高 点数 自己資本額数値 点数

20億円以上 30 10以上 30

10億円以上 20億円未満 25 5以上 10未満 20

5億円以上 10億円未満 20 5未満 10

1億円以上 5億円未満 15

1億円未満 10

業種区分 有 資 格 者

測量 測量法（昭和 24 年法律第 188 号）

による測量士の登録を受けている

者

測量法による測量士補の登録を受

けている者（測量士の登録を受けて

いるものを除く。）

建築関係建設コンサ

ルタント業務

建築士法（昭和 25 年法律第 202

号）による１級建築士の免許を受け

ている者、建築士法施行規則（昭和

25 年建設省令第 38 号）第 17 条の

21 の建築設備士登録を受けている

者

建築士法による 2 級建築士の免許

を受けている者（1 級建築士の免許

を受けている者を除く。）及び公益

社団法人日本建築積算協会の行う

建築積算資格者試験に合格し、登

録を受けている者

土木関係建設コンサ

ルタント業務

技術士法（昭和 58年法律第 25号）

による第2次試験のうち技術部門を

機械部門（選択科目を機械設計、

流体工学又は交通・物流機械及び

建設機械とするものに限る。）、電

気電子部門、建設部門、上下水道

部門、衛生工学部門、農業部門（選

択科目を農業土木とするものに限

る。）、森林部門（選択科目を森林

土木とするものに限る。）、水産部

門（選択科目を水産土木とするもの

に限る。）、情報工学部門若しくは

応用理学部門（選択科目を地質と

するものに限る。）に合格、又は総

合技術監理部門（選択科目を上記

各部門の選択科目（電気電子部

門、建設部門、上下水道部門、衛

建設業法（昭和 24 年法律第 100

号）による技術検定のうち検定種目

を 1 級の土木施工管理とするもの

に合格した者、計量法（平成 4年法

律第 51 号）による計量士（環境計

量士（濃度関係）及び環境計量士

（騒音・振動関係）に限る。）の登録

を受けている者、電気事業法（昭和

39 年法律第 170 号）による第 1 種

電気主任技術者免状の交付を受け

ている者、電気通信事業法（昭和

59年法律第 86号）による第 1種伝

送交換主任技術者資格者証の交

付を受けている者及び線路主任技

術者資格者証の交付を受けている

者並びに一般社団法人建設コンサ

ルタンツ協会の行う RCCM 資格試



生工学部門及び情報工学部門にあ

ってはそれぞれいずれかの選択科

目）とするものに限る。）に合格し、

同法による登録を受けている者、ア

ジア太平洋経済協力（APEC）が取

りまとめた「APEC エンジニア・マニ

ュアル」に基づき、日本政府と相互

免除の合意をしている政府におい

て、当該国内に設立したモニタリン

グ委員会に登録され、かつ追加審

査が必要な場合はそれに合格して

いる者

験に合格し、登録を受けている者

地質調査業務 技術士法による第 2 次試験のうち

技術部門を建設部門（選択科目を

土質及び基礎とするものに限る。）

若しくは応用理学部門（選択科目を

地質とするものに限る。）とするもの

に合格、又は総合技術監理部門

（選択科目を上記各部門の選択科

目とするものに限る。）に合格し、同

法による登録を受けている者

一般社団法人全国地質調査業協

会連合会の行う地質調査技士資格

検定試験に合格し、登録を受けて

いる者

補償関係建設コンサ

ルタント業務

不動産の鑑定評価に関する法律

（昭和38年法律第152号）による不

動産鑑定士の登録を受けている

者、土地家屋調査士法（昭和 25 年

法律第 228 号）による土地家屋調

査士の登録を受けている者、司法

書士法（昭和 25 年法律第 197 号）

による司法書士の登録を受けてい

る者、及び一般社団法人日本補償

コンサルタント協会の付与する補償

業務管理士の資格を有し、登録を

受けている者



別表 4 別表 5

合計数値 点数 営業年数 点数

110～ 30 35 年以上 30

65～109 25 25 年以上 35 年未満 25

40～64 20 15 年以上 25 年未満 20

15～39 15 5 年以上 15 年未満 15

～14 10 5 年未満 10


